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一 般 会 計 予 算





　平成 29 年度北茨城市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1 条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 20, 385, 000 千円と定める。
　2　 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表　歳入歳出予算」による。
　（継続費）
第 2 条　地方自治法第 212 条第 1 項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第 2 表　継続費」による。
　（地方債）
第 3 条　地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、
「第 3 表　地方債」による。

　（一時借入金）
第 4 条　地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、1, 800, 000 千円と定める。
　（歳出予算の流用）
第 5 条　地方自治法第 220 条第 2 項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　⑴　各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用。

　　　　　平成 29 年 2 月 7 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 16号

平成 29 年度　北茨城市一般会計予算
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第３表　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　　率 償 還 の 方 法

１ 低 公 害 車 両 購 入 事 業 6, 300 千円

普通貸借

又は

証券発行

4.5％以内
（ただし、利率見直
し 方 式 で 借り入れ
る資金について、利
率見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

　政府資金については、その融資条件により、銀行

その他の場合には、その債権者と協定するところに

よる。

　ただし、市財政の都合により据置期間及び償還期

限を短縮し、又は繰上げ償還若しくは低利に借換え

することができる。

２ 災 害 援 護 資 金 貸 付 金 4, 200

３ 障 害 者 住 宅 整 備 資 金 貸 付 金 2, 200

４ 高 齢 者 住 宅 整 備 資 金 貸 付 金 2, 200

５ 葬 祭 場 施 設 整 備 事 業 11, 100

６ 清 掃 セ ン タ ー 施 設 整 備 事 業 226, 500

７ 環 境 セ ン タ ー 施 設 整 備 事 業 75, 700

８ 土 地 改 良 事 業 37, 200

９ 道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業 166, 800

10 河 川 事 業 5, 400

11 都 市 計 画 事 業 290, 200

12 公 営 住 宅 整 備 事 業 215, 300

13 消 防 施 設 整 備 事 業 29, 800

14 小 学 校 建 設 事 業 172, 700

15 中 学 校 建 設 事 業 371, 200

16 社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 274, 500

17 臨 時 財 政 対 策 債 651, 098

計 2, 542, 398
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北茨城市歳入歳出予算事項別明細書
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１ 特　別　職

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 期 末 手 当 その他の手当 計

本

年

度

長 等 2
人 千円

19, 008
千円

5, 921
千円

4, 078
千円

29, 007
千円

3, 057
千円

32, 064
千円 その他の手当内訳

退職手当　　3,517
通勤手当　　　561

議 員 19 90, 252 28, 110 118, 362 36, 078 154, 440

そ の 他 の
特 別 職 1, 258 110, 403 110, 403 6, 080 116, 483

計 1, 279 200, 655 19, 008 34, 031 4, 078 257, 772 45, 215 302, 987

前

年

度

長 等 2 19, 008 5, 830 3, 546 28, 384 4, 515 32, 899
その他の手当内訳

退職手当　　3,517
通勤手当 　　　29

議 員 20 94, 995 29, 117 124, 112 38, 636 162, 748

そ の 他 の
特 別 職 1, 390 109, 922 109, 922 4, 587 114, 509

計 1, 412 204, 917 19, 008 34, 947 3, 546 262, 418 47, 738 310, 156

比

較

長 等 91 532 623 △ 1, 458 △ 835

議 員 △ 1 △ 4, 743 △ 1, 007 △ 5, 750 △ 2, 558 △ 8, 308

そ の 他 の
特 別 職 △ 132 481 481 1, 493 1, 974

計 △ 133 △ 4,262 △ 916 532 △ 4, 646 △ 2, 523 △ 7, 169

給 与 費 明 細 書
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１ 特　別　職

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 期 末 手 当 その他の手当 計

本

年

度

長 等 2
人 千円

19, 008
千円

5, 921
千円

4, 078
千円

29, 007
千円

3, 057
千円

32, 064
千円 その他の手当内訳

退職手当　　3,517
通勤手当　　　561

議 員 19 90, 252 28, 110 118, 362 36, 078 154, 440

そ の 他 の
特 別 職 1, 258 110, 403 110, 403 6, 080 116, 483

計 1, 279 200, 655 19, 008 34, 031 4, 078 257, 772 45, 215 302, 987

前

年

度

長 等 2 19, 008 5, 830 3, 546 28, 384 4, 515 32, 899
その他の手当内訳

退職手当　　3,517
通勤手当 　　　29

議 員 20 94, 995 29, 117 124, 112 38, 636 162, 748

そ の 他 の
特 別 職 1, 390 109, 922 109, 922 4, 587 114, 509

計 1, 412 204, 917 19, 008 34, 947 3, 546 262, 418 47, 738 310, 156

比

較

長 等 91 532 623 △ 1, 458 △ 835

議 員 △ 1 △ 4, 743 △ 1, 007 △ 5, 750 △ 2, 558 △ 8, 308

そ の 他 の
特 別 職 △ 132 481 481 1, 493 1, 974

計 △ 133 △ 4,262 △ 916 532 △ 4, 646 △ 2, 523 △ 7, 169

給 与 費 明 細 書

２ 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 345
人 千円

1, 298, 926
千円

1, 042, 570
千円

2, 341, 496
千円

399, 358
千円

2, 740, 854
千円

前 年 度 345 1, 311, 340 1, 040, 169 2, 351, 509 416, 742 2, 768, 251

比 較 △ 12, 414 2, 401 △ 10, 013 △ 17, 384 △ 27, 397

職員手当の

内訳

（千円）

区 分 扶 養 管 理 職 時 間 外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿 日 直 期 末 勤 勉 退 職 管 理 特 単身赴任

本 年 度 33, 426 38, 359 71, 492 3, 925 18, 382 12, 659 19, 545 14, 011 2, 504 319, 201 189, 965 317, 163 1, 482 456

前 年 度 35, 430 36, 730 77, 373 3, 653 17, 221 11, 006 20, 279 12, 326 2, 419 324, 043 180, 723 315, 687 2, 079 1, 200

比 較 △ 2, 004 1, 629 △ 5, 881 272 1, 161 1, 653 △ 734 1, 685 85 △ 4,842 9, 242 1,476 △ 597 △ 744
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⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 △ 12, 414 千円 １ 　昇給に伴う増加分 26, 384 千円 26, 384 千円 平均昇給率　　2.12％

２ 　その他の増減分 △38, 798 ○職員の変動等に係る減分

○職員の新陳代謝に係る減分

21, 440

17, 358

職員数の異動状況
（現に在職する職員数） （その他） （計）

本 年 度 345 人 人 345 人

前 年 度 345 人 人 345 人

増 減 人 人 人

職 員 手 当 2, 401 １ 　その他の増減分 2, 401 ○職員の変動等に係る増分 2, 401
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⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 △ 12, 414 千円 １ 　昇給に伴う増加分 26, 384 千円 26, 384 千円 平均昇給率　　2.12％

２ 　その他の増減分 △38, 798 ○職員の変動等に係る減分

○職員の新陳代謝に係る減分

21, 440

17, 358

職員数の異動状況
（現に在職する職員数） （その他） （計）

本 年 度 345 人 人 345 人

前 年 度 345 人 人 345 人

増 減 人 人 人

職 員 手 当 2, 401 １ 　その他の増減分 2, 401 ○職員の変動等に係る増分 2, 401

⑶　給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たりの給与

イ　初　任　給

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消 防 職 医 療 職　（ 三 ）

平成 29 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 294, 005 301, 514 323, 698 283, 363

平 均 給 与 月 額 （円） 336, 480 335, 532 400, 633 318, 278

平 均 年 齢 （歳） 41. 10 52. 00 41. 02 35. 03

平成 28 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 301, 480 297, 686 323, 976 279, 022

平 均 給 与 月 額 （円） 342, 213 330, 206 400, 420 303, 405

平 均 年 齢 （歳） 42. 09 51. 00 41. 02 36. 10

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消 防 職 医 療 職　（ 三 ）

平成 29 年 1 月 1 日現在
高 校 卒 （円） 146, 100 143, 500 164, 900 165, 900

大 学 卒 （円） 178, 200 194, 400 216, 400

国 の 制 度
高 校 卒 （円） 146, 100 143, 500 168, 400 160, 100

大 学 卒 （円） 178, 200 206, 900 208, 000
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ウ　級別職員数の状況

上記給料表適用外職員数　　平成 29 年　2 人、　　平成 28 年　2 人

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消 防 職 医　　療　　職　（三）

平成 29 年 1 月 1 日現在

１　級 48 人 20. 7 ％ １　級 1 人 4. 8 ％ １　級 15 人 18. 8 ％ １　級 人 ％

２　級 29 12. 5 ２　級 ２　級 13 16. 3 ２　級 7 70. 0

３　級 72 31. 0 ３　級 1 4. 8 ３　級 9 11. 3 ３　級 3 30. 0

４　級 50 21. 6 ４　級 15 71. 4 ４　級 32 40. 0 ４　級

５　級 19 8. 2 ５　級 4 19. 0 ５　級 10 12. 4 ５　級

６　級 7 3. 0 ６　級 ６　級

７　級 7 3. 0 ７　級 1 1. 2

計 232 100. 0 計 21 100. 0 計 80 100. 0 計 10 100. 0

平成 28 年 1 月 1 日現在

１　級 46 人 19. 8 ％ １　級 1 人 4. 8 ％ １　級 18 人 22. 5 ％ １　級 人 ％

２　級 25 10. 8 ２　級 ２　級 8 10. 0 ２　級 8 80. 0

３　級 65 28. 0 ３　級 1 4. 8 ３　級 13 16. 3 ３　級 2 20. 0

４　級 63 27. 2 ４　級 17 81. 0 ４　級 31 38. 8 ４　級

５　級 20 8. 6 ５　級 2 9. 4 ５　級 9 11. 2 ５　級

６　級 5 2. 2 ６　級 ６　級

７　級 8 3. 4 ７　級 1 1. 2

計 232 100. 0 計 21 100. 0 計 80 100. 0 計 10 100. 0
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ウ　級別職員数の状況

上記給料表適用外職員数　　平成 29 年　2 人、　　平成 28 年　2 人

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消 防 職 医　　療　　職　（三）

平成 29 年 1 月 1 日現在

１　級 48 人 20. 7 ％ １　級 1 人 4. 8 ％ １　級 15 人 18. 8 ％ １　級 人 ％

２　級 29 12. 5 ２　級 ２　級 13 16. 3 ２　級 7 70. 0

３　級 72 31. 0 ３　級 1 4. 8 ３　級 9 11. 3 ３　級 3 30. 0

４　級 50 21. 6 ４　級 15 71. 4 ４　級 32 40. 0 ４　級

５　級 19 8. 2 ５　級 4 19. 0 ５　級 10 12. 4 ５　級

６　級 7 3. 0 ６　級 ６　級

７　級 7 3. 0 ７　級 1 1. 2

計 232 100. 0 計 21 100. 0 計 80 100. 0 計 10 100. 0

平成 28 年 1 月 1 日現在

１　級 46 人 19. 8 ％ １　級 1 人 4. 8 ％ １　級 18 人 22. 5 ％ １　級 人 ％

２　級 25 10. 8 ２　級 ２　級 8 10. 0 ２　級 8 80. 0

３　級 65 28. 0 ３　級 1 4. 8 ３　級 13 16. 3 ３　級 2 20. 0

４　級 63 27. 2 ４　級 17 81. 0 ４　級 31 38. 8 ４　級

５　級 20 8. 6 ５　級 2 9. 4 ５　級 9 11. 2 ５　級

６　級 5 2. 2 ６　級 ６　級

７　級 8 3. 4 ７　級 1 1. 2

計 232 100. 0 計 21 100. 0 計 80 100. 0 計 10 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

エ　昇　　給

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

一 般 行 政 職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主 幹 の 職 務
主 任 の 職 務
係 長 の 職 務

副 主 査 の 職 務
課長補佐の職務

課 長 の 職 務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部 長 の 職 務

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消　防　職 医　療　職 ( 三）

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 345 232 21 80 10

昇給に係る職員数　（B） （人） 305 207 17 70 10

号 級 数 別 内 訳

２号給 （人） 34 20 5 9

４号給 （人） 271 187 12 61 10

６号給 （人）

８号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 88. 4 89. 2 81. 0 87. 5 100. 0

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 345 232 21 80 10

昇給に係る職員数　（B） （人） 314 214 21 68 10

号 級 数 別 内 訳

２号給 （人） 53 33 11 9

４号給 （人） 261 181 10 59 10

６号給 （人）

８号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 91. 0 92. 2 100. 0 85. 0 100. 0

上記給料表適用外職員数　　平成 29 年　2 人、　　平成 28 年　2 人
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オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 29 年 1 月 1 日現在）

キ　特殊勤務手当

ク　その他の手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 075 2. 225 4. 30 有

前 年 度 2. 025 2. 275 4. 30 有

国 の 制 度 2. 075 2. 225 4. 30 有

区　　　分 2 0 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

2 5 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

3 5 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（ 2 ～ 20％加算）

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（ 3 ～ 45％加算）

区　　　　　　分 全 職 種 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消　　防　　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0. 2 0. 1 0. 3 0. 7

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）
（平成 29 年 1 月 1 日現在） 21. 3 8. 6 9. 5 61. 3

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 ごみ収集手当、救急業務手当、社会福祉業務手当

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 29 年 1 月 1 日現在）

キ　特殊勤務手当

ク　その他の手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 075 2. 225 4. 30 有

前 年 度 2. 025 2. 275 4. 30 有

国 の 制 度 2. 075 2. 225 4. 30 有

区　　　分 2 0 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

2 5 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

3 5 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（ 2 ～ 20％加算）

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（ 3 ～ 45％加算）

区　　　　　　分 全 職 種 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消　　防　　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0. 2 0. 1 0. 3 0. 7

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）
（平成 29 年 1 月 1 日現在） 21. 3 8. 6 9. 5 61. 3

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 ごみ収集手当、救急業務手当、社会福祉業務手当

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末
までの支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の
支 出 予 定 額 並 び に 事 業 の 進 行 状 況 等 に 関 す る 調 書

（単位：千円）　

款 項 事 業 名

全 体 計 画

前々年度末
ま で の
支 出 済 額

前 年 度 末
までの支出

（見込み）額

当 該 年 度
支 出
予 定 額

当該年度末
ま で の
支出予定額

翌年度以降
支 出
予 定 額

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率年　度 年 割 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一般
財源国 県

支出金 地方債 その他

２ 総務費 １ 総務管理費

中 郷 地 区 津
波 避 難 道 路
整備事業（踏
切 拡 幅 事 業
負担金）

平成29年度 194,400 150,660 43,740 194,400 194,400 90.0
％

平成30年度 21,600 16,740 4,860 21,600 10.0

計 216,000 167,400 48,600 194,400 194,400 21,600 100.0
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての

前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び
当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（単位：千円）　

事　　　　　項 限　度　額
前年度末までの支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

当該年度 翌 年 度 以 降 特 定 財 源
一般財源

期　　間 金　　額 金　額 期　　間 金　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

雇 用 促 進 住 宅（ 石 岡 地 区 ）
駐 車 場 用 地 取 得 費

254, 850
自
至

平成 19 年度
平成 28 年度

158, 000 26, 000
自
至

平成 30 年度
平成 32 年度

70, 850 96, 850

市 巡 回 バ ス 運 行 業 務 委 託 97, 200 32, 400
自
至

平成 30 年度
平成 31 年度

64, 800 97, 200

社会福祉施設指定管理業務
心身障害者第一福祉センター
心身障害者第二福祉センター

140, 870
自
至

平成 27 年度
平成 28 年度

93, 417 47, 393 47, 393

高齢福祉施設指定管理業務
デイサービスセンター

老人福祉センター
22, 500

自
至

平成 27 年度
平成 28 年度

15, 000 7, 500 7, 500

火 葬 業 務 委 託 29, 520 平成 28 年度 9, 720 9, 720 平成 30 年度 9, 720 19, 440

清 掃 セ ン タ ー

施 設 管 理 業 務 委 託
233, 280 77, 760

自
至

平成 30 年度
平成 31 年度

155, 520 233, 280

生活環境影響調査業務委託 9, 225 9, 225 9, 225

ペ ッ ト ボ ト ル
中 間 処 理 業 務 委 託

21, 384 7, 128
自
至

平成 30 年度
平成 31 年度

14, 256 21, 384

清 掃 セ ン タ ー 車 両 借 上 1, 828 1, 828 1, 828

（

（ ）

）
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての
前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び
当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（単位：千円）　

事　　　　　項 限　度　額
前年度末までの支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

当該年度 翌 年 度 以 降 特 定 財 源
一般財源

期　　間 金　　額 金　額 期　　間 金　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

雇 用 促 進 住 宅（ 石 岡 地 区 ）
駐 車 場 用 地 取 得 費

254, 850
自
至

平成 19 年度
平成 28 年度

158, 000 26, 000
自
至

平成 30 年度
平成 32 年度

70, 850 96, 850

市 巡 回 バ ス 運 行 業 務 委 託 97, 200 32, 400
自
至

平成 30 年度
平成 31 年度

64, 800 97, 200

社会福祉施設指定管理業務
心身障害者第一福祉センター
心身障害者第二福祉センター

140, 870
自
至

平成 27 年度
平成 28 年度

93, 417 47, 393 47, 393

高齢福祉施設指定管理業務
デイサービスセンター

老人福祉センター
22, 500

自
至

平成 27 年度
平成 28 年度

15, 000 7, 500 7, 500

火 葬 業 務 委 託 29, 520 平成 28 年度 9, 720 9, 720 平成 30 年度 9, 720 19, 440

清 掃 セ ン タ ー

施 設 管 理 業 務 委 託
233, 280 77, 760

自
至

平成 30 年度
平成 31 年度

155, 520 233, 280

生活環境影響調査業務委託 9, 225 9, 225 9, 225

ペ ッ ト ボ ト ル
中 間 処 理 業 務 委 託

21, 384 7, 128
自
至

平成 30 年度
平成 31 年度

14, 256 21, 384

清 掃 セ ン タ ー 車 両 借 上 1, 828 1, 828 1, 828

（

（ ）

）

固化灰袋詰処理業務委託 9, 180 9, 180 9, 180

環 境 セ ン タ ー
施 設 管 理 業 務 委 託

183, 024 平成 28 年度 58, 572 58, 572 平成 30 年度 58, 572 117, 144

茜 平 総 合 交 流 施 設
指 定 管 理 業 務

134, 286
自
至

平成 27 年度
平成 28 年度

89, 524 44, 762 44, 762

大 津 漁 村 セ ン タ ー
指 定 管 理 業 務

10, 965
自
至

平成 27 年度
平成 28 年度

7, 310 3, 655 3, 655

漁 業 歴 史 資 料 館
指 定 管 理 業 務

29, 790
自
至

平成 27 年度
平成 28 年度

19, 860 9, 930 9, 930

中 郷 団 地 工 業 用 地 取 得 費 65, 387
自
至

平成 19 年度
平成 28 年度

62, 268 2, 892 2, 892

童 謡 の 森 ふ れ あ い パ ー ク
指 定 管 理 業 務

80, 804
自
至

平成 27 年度
平成 28 年度

53, 834 26, 917 26, 917

家 族 キ ャ ン プ 村

指 定 管 理 業 務
21, 675

自
至

平成 27 年度
平成 28 年度

14, 450 7, 225 7, 225

中 郷 温 泉 施 設

指 定 管 理 業 務
30, 768

自
至

平成 27 年度
平成 28 年度

20, 512 10, 256 10, 256

図 書 館 シ ス テ ム 使 用 料 89, 290 平成 28 年度 10, 807 12, 765
自
至

平成 30 年度
平成 32 年度

38, 295 51, 060

歴 史 民 俗 資 料 館
指 定 管 理 業 務

34, 938
自
至

平成 27 年度
平成 28 年度

23, 823 11, 115 11, 115

市 民 ふ れ あ い セ ン タ ー
指 定 管 理 業 務 21, 213

自
至

平成 27 年度
平成 28 年度

12, 067 4, 679 4, 679

㈶ 北 茨 城 市 開 発 公 社
事 業 資 金 損 失 補 償

事業資金借入額
500, 000 千円に
対する元金利子
及び遅延利息の
損失補償

自
至

昭和 41 年度
平成 28 年度

0
損失補償
限度額の
範囲内

平成 30 年度
損失補償
限度額の
範囲内

全　額
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地方債の平成 27 年度末における現在高並びに平成 28 年度末

及び平成 29 年度末における現在高の見込みに関する調書
（単位：千円）　

区　　　　　　　分 平成 27 年度末現在高 平成28 年度末現在高
見 込 額 （A）

平 成 29 年 度 中 増 減 見 込 額 平成 29 年度末現在高
見込額（A）＋（B）−（C）起 債 見 込 額 （B） 元金償還見込額（C）

1 普　　　通　　　債 10, 774, 389 11, 796, 770 1, 882, 700 840, 549 12, 838, 921
⑴ 総 務 131, 236 113, 447 6, 300 17, 792 101, 955
⑵ 民 生 32, 587 102, 271 5, 377 96, 894
⑶ 衛 生 378, 199 497, 183 313, 300 38, 842 771, 641
⑷ 農 林 水 産 1, 282, 991 1, 113, 585 37, 200 187, 197 963, 588
⑸ 商 工 2, 726 2, 405 321 2, 084
⑹ 土 木 1, 633, 963 2, 119, 710 462, 400 169, 645 2, 412, 465
⑺ 消 防 2, 238, 080 2, 200, 359 29, 800 135, 214 2, 094, 945
⑻ 教 育 4, 435, 905 4, 992, 900 1, 033, 700 234, 775 5, 791, 825
⑼ 公 営 住 宅 618, 685 640, 393 47, 014 593, 379
⑽ 辺 地 20, 017 14, 517 4, 372 10, 145

2 災　害　復　旧　債 6, 427 5, 525 906 4, 619
3 そ　　　の　　　他 9, 013, 015 9, 122, 548 659, 698 640, 600 9, 141, 646

⑴ 高 齢 者 住 宅 整 備 930 670 2, 200 334 2, 536
⑵ 障 害 者 住 宅 整 備 2, 200 74 2, 126
⑶ 災 害 援 護 資 金 貸 付 金 40, 540 46, 405 4, 200 35 50, 570
⑷ 上 水 道 出 資 金 309, 724 288, 868 21, 133 267, 735
⑸ 減 税 補 て ん 債 283, 407 233, 608 50, 413 183, 195
⑹ 臨 時 税 収 補 て ん 債 32, 799 11, 998 11, 998
⑺ 臨 時 財 政 対 策 債 7, 888, 519 8, 136, 489 651, 098 507, 633 8, 279, 954
⑻ 減 収 補 て ん 債 450, 880 404, 510 48, 980 355, 530
⑼ 公共団体区画整理事業債 6, 216

計 19, 793, 831 20, 924, 843 2, 542, 398 1, 482, 055 21, 985, 186
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地方債の平成 27 年度末における現在高並びに平成 28 年度末
及び平成 29 年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）　

区　　　　　　　分 平成 27 年度末現在高 平成28 年度末現在高
見 込 額 （A）

平 成 29 年 度 中 増 減 見 込 額 平成 29 年度末現在高
見込額（A）＋（B）−（C）起 債 見 込 額 （B） 元金償還見込額（C）

1 普　　　通　　　債 10, 774, 389 11, 796, 770 1, 882, 700 840, 549 12, 838, 921
⑴ 総 務 131, 236 113, 447 6, 300 17, 792 101, 955
⑵ 民 生 32, 587 102, 271 5, 377 96, 894
⑶ 衛 生 378, 199 497, 183 313, 300 38, 842 771, 641
⑷ 農 林 水 産 1, 282, 991 1, 113, 585 37, 200 187, 197 963, 588
⑸ 商 工 2, 726 2, 405 321 2, 084
⑹ 土 木 1, 633, 963 2, 119, 710 462, 400 169, 645 2, 412, 465
⑺ 消 防 2, 238, 080 2, 200, 359 29, 800 135, 214 2, 094, 945
⑻ 教 育 4, 435, 905 4, 992, 900 1, 033, 700 234, 775 5, 791, 825
⑼ 公 営 住 宅 618, 685 640, 393 47, 014 593, 379
⑽ 辺 地 20, 017 14, 517 4, 372 10, 145

2 災　害　復　旧　債 6, 427 5, 525 906 4, 619
3 そ　　　の　　　他 9, 013, 015 9, 122, 548 659, 698 640, 600 9, 141, 646

⑴ 高 齢 者 住 宅 整 備 930 670 2, 200 334 2, 536
⑵ 障 害 者 住 宅 整 備 2, 200 74 2, 126
⑶ 災 害 援 護 資 金 貸 付 金 40, 540 46, 405 4, 200 35 50, 570
⑷ 上 水 道 出 資 金 309, 724 288, 868 21, 133 267, 735
⑸ 減 税 補 て ん 債 283, 407 233, 608 50, 413 183, 195
⑹ 臨 時 税 収 補 て ん 債 32, 799 11, 998 11, 998
⑺ 臨 時 財 政 対 策 債 7, 888, 519 8, 136, 489 651, 098 507, 633 8, 279, 954
⑻ 減 収 補 て ん 債 450, 880 404, 510 48, 980 355, 530
⑼ 公共団体区画整理事業債 6, 216

計 19, 793, 831 20, 924, 843 2, 542, 398 1, 482, 055 21, 985, 186

北茨城市国民健康保険事業特別会計予算





　平成 29 年度北茨城市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1 条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 5,906,243 千円と定める。
　2　 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表　歳入歳出予算」による。
　（一時借入金）
第 2 条　地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、350, 000 千円と定める。
　（歳出予算の流用）
第 3 条　地方自治法第 220 条第 2 項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　⑴　保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

　　　　　平成 29 年 2 月 7 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 17号

平成 29 年度　北茨城市国民健康保険事業特別会計予算
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１ 特　別　職

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 期 末 手 当 その他の手当 計

本 年 度 11
人

2, 178
千円 千円 千円 千円

2, 178
千円 千円

2, 178
千円

前 年 度 11 2, 178 2, 178 2, 178

比 較

給 与 費 明 細 書
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2　一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 7
人 千円

24, 556
千円

18, 706
千円

43, 262
千円

7, 809
千円

51, 071
千円

前 年 度 8 29, 633 21, 315 50, 948 9, 370 60, 318

比 較 △ 1 △ 5, 077 △ 2, 609 △ 7, 686 △ 1, 561 △ 9, 247

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管 理 職 時 間 外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿 日 直 期 末 勤 勉 退 職 管 理 特

本 年 度 354 480 2, 784 633 324 6, 081 3, 599 4, 451

前 年 度 390 480 2, 772 829 7, 320 4, 145 5, 379

比 較 △ 36 12 △ 196 324 △ 1, 239 △ 546 △ 928
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2　一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 7
人 千円

24, 556
千円

18, 706
千円

43, 262
千円

7, 809
千円

51, 071
千円

前 年 度 8 29, 633 21, 315 50, 948 9, 370 60, 318

比 較 △ 1 △ 5, 077 △ 2, 609 △ 7, 686 △ 1, 561 △ 9, 247

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管 理 職 時 間 外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿 日 直 期 末 勤 勉 退 職 管 理 特

本 年 度 354 480 2, 784 633 324 6, 081 3, 599 4, 451

前 年 度 390 480 2, 772 829 7, 320 4, 145 5, 379

比 較 △ 36 12 △ 196 324 △ 1, 239 △ 546 △ 928

⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

⑶　給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たりの給与

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 29 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 279, 700

平成 28 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 295, 025

平 均 給 与 月 額 （円） 305, 751 平 均 給 与 月 額 （円） 319, 639

平 均 年 齢 （歳） 38. 00 平 均 年 齢 （歳） 41. 02

イ　初　任　給

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 29 年 1 月 1 日現在
高 校 卒 （円） 146, 100

国 の 制 度
高 校 卒 （円） 146, 100

大 学 卒 （円） 178, 200 大 学 卒 （円） 178, 200

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 △ 5, 077 千円１　昇給に伴う増加分 644千円 644 千円 平均昇給率　　2. 75％

２　その他の増減分 △ 5, 721 ○職員の変動等に係る減分 5, 721 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）（その他） （計）

本 年 度 7 人 人 7 人
前 年 度 8 人 人 8 人
増 減 △ 1 人 人 △ 1 人

職員手当 △ 2, 609 １　その他の増減分 △ 2, 609 ○職員の変動等に係る減分 2, 609

− 165 −



ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　分 一 般 行 政 職

平成 29 年 1 月 1 日現在

1　　級 1 人 14. 3 ％

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　　級 3 人 37. 5 ％

2　　級 3 42. 9 2　　級

3　　級 3　　級 1 12. 5

4　　級 2 28. 5 4　　級 3 37. 5

5　　級 1 14. 3 5　　級 1 12. 5

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 7 100. 0 計 8 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

一 般 行 政 職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主 幹 の 職 務
主 任 の 職 務
係 長 の 職 務

副 主 査 の 職 務
課長補佐の職務

課 長 の 職 務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部 長 の 職 務
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　分 一 般 行 政 職

平成 29 年 1 月 1 日現在

1　　級 1 人 14. 3 ％

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　　級 3 人 37. 5 ％

2　　級 3 42. 9 2　　級

3　　級 3　　級 1 12. 5

4　　級 2 28. 5 4　　級 3 37. 5

5　　級 1 14. 3 5　　級 1 12. 5

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 7 100. 0 計 8 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

一 般 行 政 職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主 幹 の 職 務
主 任 の 職 務
係 長 の 職 務

副 主 査 の 職 務
課長補佐の職務

課 長 の 職 務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部 長 の 職 務

エ　昇　　給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 7 7

昇給に係る職員数　（B） （人） 7 7

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人）

4 号給 （人） 7 7

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 8 8

昇給に係る職員数　（B） （人） 8 8

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 1 1

4 号給 （人） 7 7

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 075 2. 225 4. 30 有

前 年 度 2. 025 2. 275 4. 30 有

国 の 制 度 2. 075 2. 225 4. 30 有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 29 年 1 月 1 日現在）

キ　その他の手当

区　　　分 20 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

25 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

35 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（ 2 ～ 20％加算）

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（ 3 ～ 45％加算）

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

北茨城市水沼診療所特別会計予算

− 168 −



カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 29 年 1 月 1 日現在）

キ　その他の手当

区　　　分 20 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

25 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

35 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（ 2 ～ 20％加算）

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（ 3 ～ 45％加算）

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

北茨城市水沼診療所特別会計予算





　平成 29 年度北茨城市の水沼診療所特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1 条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 7, 082 千円と定める。
　2　 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表　歳入歳出予算」による。

　　　　　平成 29 年 2 月 7 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 18号

平成 29 年度　北茨城市水沼診療所特別会計予算
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− 175 −





北茨城市公共下水道事業特別会計予算





　平成 29 年度北茨城市の公共下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1 条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 557, 552 千円と定める。
　2　 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表　歳入歳出予算」による。
　（地方債）
第 2 条　地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、
「第 2 表　地方債」による。

　（一時借入金）
第 3 条　地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、200, 000 千円と定める。

　　　　　平成 29 年 2 月 7 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 19号

平成 29 年度　北茨城市公共下水道事業特別会計予算
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第２表　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　　率 償 還 の 方 法

1 下 水 道 事 業 100, 500
千円

普通貸借
又は

証券発行

4. 5％以内
（ただし、利率見直
し 方 式 で 借り入れ
る資金について、利
率見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

　政府資金については、その融資条件により、銀行
その他の場合には、その債権者と協定するところに
よる。
　ただし、市財政の都合により据置期間及び償還期
限を短縮し、又は繰上げ償還若しくは低利に借換え
することができる。

計 100, 500
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１ 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 6
人 千円

25, 026
千円

17, 081
千円

42, 107
千円

7, 434
千円

49, 541
千円

前 年 度 6 26, 754 18, 103 44, 857 8, 293 53, 150

比 較 △ 1, 728 △ 1, 022 △ 2, 750 △ 859 △ 3, 609

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管 理 職 時 間 外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿 日 直 期 末 勤 勉 退 職 管 理 特

本 年 度 606 840 329 　　365 300 6, 359 3, 745 4, 537

前 年 度 684 1, 260 255 　　398 6, 870 3, 829 4, 807

比 較 △ 78 △ 420 74 △ 33 300 △ 511 △ 84 △ 270

給 与 費 明 細 書
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１ 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 6
人 千円

25, 026
千円

17, 081
千円

42, 107
千円

7, 434
千円

49, 541
千円

前 年 度 6 26, 754 18, 103 44, 857 8, 293 53, 150

比 較 △ 1, 728 △ 1, 022 △ 2, 750 △ 859 △ 3, 609

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管 理 職 時 間 外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿 日 直 期 末 勤 勉 退 職 管 理 特

本 年 度 606 840 329 　　365 300 6, 359 3, 745 4, 537

前 年 度 684 1, 260 255 　　398 6, 870 3, 829 4, 807

比 較 △ 78 △ 420 74 △ 33 300 △ 511 △ 84 △ 270

給 与 費 明 細 書

⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 △ 1, 728 千円 1 　昇給に伴う増加分 251 千円 251 千円 平均昇給率　　1. 03％

2 　その他の増減分 △ 1, 979 ○職員の変動等に係る減分 1, 979 職員数の異動状況
（現に在職する職員数） （その他） （計）

本 年 度 6 人 人 6 人
前 年 度 6 人 人 6 人
増 減 人 人 人

職 員 手 当 △ 1, 022 1 　その他の増減分 △ 1, 022 ○職員の変動等に係る減分 1, 022

⑶　給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たりの給与

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 29 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 337, 533

平成 28 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 359, 300

平 均 給 与 月 額 （円） 372, 766 平 均 給 与 月 額 （円） 395, 720

平 均 年 齢 （歳） 47. 08 平 均 年 齢 （歳） 53. 00

イ　初　任　給

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 29 年１月１日現在
高 校 卒 （円） 146, 100

国 の 制 度
高 校 卒 （円） 146, 100

大 学 卒 （円） 178, 200 大 学 卒 （円） 178, 200
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　分 一 般 行 政 職

平成 29 年 1 月 1 日現在

1　　級 人 ％

平成 28 年１月１日現在

1　　級 人 ％

2　　級 2　　級

3　　級 3 50. 0 3　　級 2 33. 3

4　　級 2 33. 3 4　　級 3 50. 0

5　　級 1 16. 7 5　　級 1 16. 7

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 6 100. 0 計 6 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

一 般 行 政 職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主 幹 の 職 務
主 任 の 職 務
係 長 の 職 務

副 主 査 の 職 務
課長補佐の職務

課 長 の 職 務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部 長 の 職 務
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　分 一 般 行 政 職

平成 29 年 1 月 1 日現在

1　　級 人 ％

平成 28 年１月１日現在

1　　級 人 ％

2　　級 2　　級

3　　級 3 50. 0 3　　級 2 33. 3

4　　級 2 33. 3 4　　級 3 50. 0

5　　級 1 16. 7 5　　級 1 16. 7

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 6 100. 0 計 6 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

一 般 行 政 職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主 幹 の 職 務
主 任 の 職 務
係 長 の 職 務

副 主 査 の 職 務
課長補佐の職務

課 長 の 職 務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部 長 の 職 務

エ　昇　　給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 6 6

昇給に係る職員数　（B） （人） 6 6

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 2 2

4 号給 （人） 4 4

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 6 6

昇給に係る職員数　（B） （人） 5 5

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 2 2

4 号給 （人） 3 3

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 83. 3 83. 3

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 075 2. 225 4. 30 有

前 年 度 2. 025 2. 275 4. 30 有

国 の 制 度 2. 075 2. 225 4. 30 有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 29 年 1 月 1 日現在）

キ　その他の手当

区　　　分 20 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

25 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

35 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（ 2 ～ 20％加算）

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（ 3 ～ 45％加算）

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 29 年 1 月 1 日現在）

キ　その他の手当

区　　　分 20 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

25 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

35 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（ 2 ～ 20％加算）

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（ 3 ～ 45％加算）

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

地方債の平成 27 年度末における現在高並びに平成 28 年度末
及び平成 29 年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）　

区　　　　　　　分 平成 27 年度末現在高 平成 28 年度末現在高
見 込 額 （A）

平 成 29 年 度 中 増 減 見 込 額
平成 29 年度末現在高
見込額（A）＋（B）−（C）

起 債 見 込 額 （B） 元金償還見込額（C）

１ 下 水 道 事 業 債 3, 645, 379 3, 557, 249 100, 500 193, 917 3, 463, 832

２ 下水道施設災害復旧事業債 4, 700 4, 700 4, 700

計 3, 650, 079 3, 561, 949 100, 500 193, 917 3, 468, 532
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北茨城市漁業集落排水事業特別会計予算





　平成 29 年度北茨城市の漁業集落排水事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1 条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 57, 164 千円と定める。
　2　 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表　歳入歳出予算」による。
　（一時借入金）
第 2 条　地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、20, 000 千円と定める。

　　　　　平成 29 年 2 月 7 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 20号

平成 29 年度　北茨城市漁業集落排水事業特別会計予算
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１ 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 1
人 千円

2, 041
千円

1, 377
千円

3, 418
千円

619
千円

4, 037
千円

前 年 度 1 2, 094 1, 167 3, 261 643 3, 904

比 較 △ 53 210 157 △ 24 133

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管 理 職 時 間 外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿 日 直 期 末 勤 勉 退 職 管 理 特

本 年 度 222 521 275 359

前 年 度 532 266 369

比 較 222 △ 11 9 △ 10

給 与 費 明 細 書
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１ 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 1
人 千円

2, 041
千円

1, 377
千円

3, 418
千円

619
千円

4, 037
千円

前 年 度 1 2, 094 1, 167 3, 261 643 3, 904

比 較 △ 53 210 157 △ 24 133

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管 理 職 時 間 外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿 日 直 期 末 勤 勉 退 職 管 理 特

本 年 度 222 521 275 359

前 年 度 532 266 369

比 較 222 △ 11 9 △ 10

給 与 費 明 細 書

⑶　給料及び職員手当の状況
ア　職員 1 人当たりの給与

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 29 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 146, 100

平成 28 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 157, 700

平 均 給 与 月 額 （円） 154, 267 平 均 給 与 月 額 （円） 159, 068

平 均 年 齢 （歳） 19. 03 平 均 年 齢 （歳） 21. 01

イ　初　任　給

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 29 年 1 月 1 日現在
高 校 卒 （円） 146, 100

国 の 制 度
高 校 卒 （円） 146, 100

大 学 卒 （円） 178, 200 大 学 卒 （円） 178, 200

⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 △ 53 千円 １ 　昇給に伴う増加分 205 千円 205 千円 平均昇給率　　11. 83％

２ 　その他の増減分 △ 258 ○職員の変動等に係る減分 258

職 員 手 当 210 １ 　その他の増減分 210 ○職員の変動等に係る増分 210
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　分 一 般 行 政 職

平成 29 年 1 月 1 日現在

1　　級 1 人 100. 0 ％

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　　級 1 人 100.0 ％

2　　級 2　　級

3　　級 3　　級

4　　級 4　　級

5　　級 5　　級

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 1 100. 0 計 1 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

一 般 行 政 職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主 幹 の 職 務
主 任 の 職 務
係 長 の 職 務

副 主 査 の 職 務
課長補佐の職務

課 長 の 職 務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部 長 の 職 務
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　分 一 般 行 政 職

平成 29 年 1 月 1 日現在

1　　級 1 人 100. 0 ％

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　　級 1 人 100.0 ％

2　　級 2　　級

3　　級 3　　級

4　　級 4　　級

5　　級 5　　級

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 1 100. 0 計 1 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

一 般 行 政 職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主 幹 の 職 務
主 任 の 職 務
係 長 の 職 務

副 主 査 の 職 務
課長補佐の職務

課 長 の 職 務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部 長 の 職 務

エ　昇　　給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 1 1

昇給に係る職員数　（B） （人） 1 1

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人）

4 号給 （人） 1 1

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 1 1

昇給に係る職員数　（B） （人） 1 1

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人）

4 号給 （人） 1 1

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 075 2. 225 4. 30 有

前 年 度 2. 025 2. 275 4. 30 有

国 の 制 度 2. 075 2. 225 4. 30 有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 29 年 1 月 1 日現在）

キ　その他の手当

区　　　分 20 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

25 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

35 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（ 2 ～ 20％加算）

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（ 3 ～ 45％加算）

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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地方債の平成 27 年度末における現在高並びに平成 28 年度末

及び平成 29 年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）　

区　　　　　　　分 平成 27 年度末現在高 平成28 年度末現在高
見 込 額 （A）

平 成 29 年 度 中 増 減 見 込 額
平成 29 年度末現在高
見込額（A）＋（B）−（C）

起 債 見 込 額 （B） 元金償還見込額（C）

１ 漁 業 集 落 排 水 事 業 債 209, 788 193, 025 17, 221 175, 804

２ 漁 業 集 落 排 水 施 設
災 害 復 旧 事 業 債 7, 200 7, 200 311 6, 889

計 216, 988 200, 225 17, 532 182, 693
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北茨城市介護保険事業特別会計予算



　平成 29 年度北茨城市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1 条　保険事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 3, 558, 373 千円、介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入

歳出それぞれ 25, 371 千円と定める。
　2　 保険事業勘定及び介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表　歳入歳出予算」による。
　（一時借入金）
第 2 条　地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、150, 000 千円と定める。
　（歳出予算の流用）
第 3 条　地方自治法第 220 条第 2 項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　⑴　保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

　　　　　平成 29 年 2 月 7 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 21号

平成 29 年度　北茨城市介護保険事業特別会計予算



　平成 29 年度北茨城市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1 条　保険事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 3, 558, 373 千円、介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入

歳出それぞれ 25, 371 千円と定める。
　2　 保険事業勘定及び介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表　歳入歳出予算」による。
　（一時借入金）
第 2 条　地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、150, 000 千円と定める。
　（歳出予算の流用）
第 3 条　地方自治法第 220 条第 2 項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　⑴　保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

　　　　　平成 29 年 2 月 7 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 21号

平成 29 年度　北茨城市介護保険事業特別会計予算
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保 険 事 業 勘 定
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１ 特　別　職

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 期 末 手 当 その他の手当 計

本 年 度 41
人

18, 324
千円 千円 千円 千円

18, 324
千円

2, 298
千円

20, 622
千円

前 年 度 42 20, 724 20, 724 2, 238 22, 962

比 較 △ 1 △ 2, 400 △ 2, 400 60 △ 2, 340

給 与 費 明 細 書

− 236 −



１ 特　別　職

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 期 末 手 当 その他の手当 計

本 年 度 41
人

18, 324
千円 千円 千円 千円

18, 324
千円

2, 298
千円

20, 622
千円

前 年 度 42 20, 724 20, 724 2, 238 22, 962

比 較 △ 1 △ 2, 400 △ 2, 400 60 △ 2, 340

給 与 費 明 細 書

2 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 4
人 千円

15, 695
千円

10, 241
千円

25, 936
千円

4, 773
千円

30, 709
千円

前 年 度 4 15, 392 9, 913 25, 305 4, 599 29, 904

比 較 303 328 631 174 805

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管 理 職 時 間 外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿 日 直 期 末 勤 勉 退 職 管 理 特

本 年 度 138 803 48 336 3, 803 2, 272 2, 841

前 年 度 138 780 48 336 3, 736 2, 096 2, 779

比 較 23 67 176 62

− 237 −



⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 303 千円 １ 　昇給に伴う増加分 206 千円 206 千円 平均昇給率　　1. 36％

２ 　その他の増減分 97 ○職員の変動等に係る増分 97

職 員 手 当 328 １ 　その他の増減分 328 ○職員の変動等に係る増分 328

⑶　給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たりの給与

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ） 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ）

平成 29 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 226, 000 347, 300

平成 28 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 215, 600 369, 600

平 均 給 与 月 額 （円） 247, 645 381, 594 平 均 給 与 月 額 （円） 222, 000 382, 300

平 均 年 齢 （歳） 29. 00 51. 06 平 均 年 齢 （歳） 28. 00 50. 06

イ　初　任　給

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ） 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ）

平成 29 年 1 月 1 日現在
高 校 卒 （円） 146, 100 165, 900

国 の 制 度
高 校 卒 （円） 146, 100 160, 100

大 学 卒 （円） 178, 200 216, 400 大 学 卒 （円） 178, 200 208, 000

ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ） 区　　　　分 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ）

平成 29 年 1 月 1 日現在

1　級 人 ％ 1　級 人 ％

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　級 人 ％ 1　級 人 ％

2　級 1 100. 0 2　級 1 33. 3 2　級 1 100. 0 2　級 1 33. 3

3　級 3　級 3　級 3　級

4　級 4　級 2 66. 7 4　級 4　級 2 66. 7

5　級 5　級 5　級 5　級

6　級 6　級 6　級 6　級

7　級 7　級

計 1 100. 0 計 3 100. 0 計 1 100. 0 計 3 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級

医 療 職 ( 三） 准看護師の職務 保 健 師 の 職 務 主 任 の 職 務 係 長 の 職 務
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ） 区　　　　分 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ）

平成 29 年 1 月 1 日現在

1　級 人 ％ 1　級 人 ％

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　級 人 ％ 1　級 人 ％

2　級 1 100. 0 2　級 1 33. 3 2　級 1 100. 0 2　級 1 33. 3

3　級 3　級 3　級 3　級

4　級 4　級 2 66. 7 4　級 4　級 2 66. 7

5　級 5　級 5　級 5　級

6　級 6　級 6　級 6　級

7　級 7　級

計 1 100. 0 計 3 100. 0 計 1 100. 0 計 3 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級

医 療 職 ( 三） 准看護師の職務 保 健 師 の 職 務 主 任 の 職 務 係 長 の 職 務
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エ　昇　　給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ）

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 4 1 3

昇給に係る職員数　（B） （人） 3 1 2

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人）

4 号給 （人） 3 1 2

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0 100. 0

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 4 1 3

昇給に係る職員数　（B） （人） 4 1 3

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 1 1

4 号給 （人） 3 1 2

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0 100. 0

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 075 2. 225 4. 30 有

前 年 度 2. 025 2. 275 4. 30 有

国 の 制 度 2. 075 2. 225 4. 30 有
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エ　昇　　給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ）

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 4 1 3

昇給に係る職員数　（B） （人） 3 1 2

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人）

4 号給 （人） 3 1 2

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0 100. 0

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 4 1 3

昇給に係る職員数　（B） （人） 4 1 3

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 1 1

4 号給 （人） 3 1 2

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0 100. 0

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 075 2. 225 4. 30 有

前 年 度 2. 025 2. 275 4. 30 有

国 の 制 度 2. 075 2. 225 4. 30 有

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 29 年 1 月 1 日現在）

キ　特殊勤務手当

ク　その他の手当

区　　　分 20 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

25 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

35 年 勤 続 者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（ 2 ～ 20％加算）

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（ 3 ～ 45％加算）

区　　　　　　　　　　分 全 職 種 一 般 行 政 職 医 療 職 （三）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0. 3 1. 8

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）
（平成 29 年 1 月 1 日現在） 25. 0 100. 0

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 社会福祉業務手当

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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介 護 サ ー ビ ス 事 業 勘 定
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１ 特　別　職

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 期 末 手 当 その他の手当 計

本 年 度 2
人

4, 800
千円 千円 千円 千円

4, 800
千円

720
千円

5, 520
千円

前 年 度 1 2, 400 2, 400 360 2, 760

比 較 1 2, 400 2, 400 360 2, 760

給 与 費 明 細 書

2 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 人 千円 千円
552

千円
552

千円 千円
552

千円

前 年 度 552 552 552

比 較

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管 理 職 時 間 外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿 日 直 期 末 勤 勉 退 職 管 理 特

本 年 度 552

前 年 度 552

比 較
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2 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 人 千円 千円
552

千円
552

千円 千円
552

千円

前 年 度 552 552 552

比 較

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管 理 職 時 間 外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿 日 直 期 末 勤 勉 退 職 管 理 特

本 年 度 552

前 年 度 552

比 較
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北茨城市後期高齢者医療特別会計予算





　平成 29 年度北茨城市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1 条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 458, 279 千円と定める。
　2　 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表　歳入歳出予算」による。

　　　　　平成 29 年 2 月 7 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 22号

平成 29 年度　北茨城市後期高齢者医療特別会計予算
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